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令和６年度千歳市各会計予算大綱 

 

 

令和６年度の千歳市各会計予算案を提出するに当たり、その大綱につきましてご説明申

し上げます。 

 

（日本経済の見通し） 

令和５年度の我が国の経済動向は、コロナ禍の３年間を乗り越え、改善しつつあり、 

３０年ぶりとなる高水準の賃上げや企業の高い投資意欲など、経済には前向きな動きが 

見られ、デフレから脱却し、経済の新たなステージに移行する千載一遇のチャンスを迎え

ているとする一方、賃金上昇は輸入価格の上昇を起点とする物価上昇に追い付いておらず、

個人消費や設備投資は、依然として力強さを欠いているとしております。 

このため、政府は、デフレ脱却のための一時的な措置として国民の可処分所得を下支え

するとともに、構造的賃上げに向けた供給力の強化を図るため、「デフレ完全脱却のため

の総合経済対策」を策定し、その裏付けとなる令和５年度補正予算を迅速かつ着実に執行

するなど、当面の経済財政運営に万全を期すこととしました。 

こうした中、令和６年度の我が国経済の見通しについては、総合経済対策の進捗に伴い、

官民連携した賃上げを始めとする所得環境の改善や企業の設備投資意欲の後押し等が  

相まって、民間需要主導の経済成長が実現することが期待されるとしております。 

 

（地方財政計画） 

令和６年度の地方財政計画は、通常収支分について、極めて厳しい地方財政の現状及び

現下の経済情勢等を踏まえ、歳出面においては、こども・子育て政策の強化等に対応する

ために必要な経費を充実して計上するとともに、地方団体が住民のニーズに的確に応えつ

つ、行政サービスを安定的に提供できるよう、社会保障関係費や民間における賃上げ等を

踏まえた人件費の増加を適切に反映した計上等を行う一方、国の取組と基調を合わせた歳

出改革を行い、また、歳入面においては、「経済財政運営と改革の基本方針２０２３」

（令和５年６月１６日閣議決定）等を踏まえ、交付団体を始め地方の安定的な財政運営に

必要となる地方の一般財源総額について、令和５年度地方財政計画の水準を下回らないよ

う実質的に同水準を確保することを基本として、引き続き生ずることとなった大幅な財源

不足について、地方財政の運営上支障が生じないよう適切な補填措置を講ずることとして

おります。 

 

（令和６年度予算編成の考え方） 

令和６年度予算は、こうした地方財政計画や景気の動向、国・地方を通じた厳しい財政

状況を踏まえ、「第７期総合計画」及び「第２期財政標準化計画」の着実な推進を基本と

して、人口増加が続く、持続可能な千歳の未来に向けて、直面する課題解決に積極的に取
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り組むとともに、公約に掲げた政策を具現化するため、「安全安心に関する事業」及び

「活力あるまちづくりを推進する事業」について、優先課題推進枠として予算の重点化を

図り、編成を行ったところであります。 

 

（令和６年度予算案の概要） 

 その結果、予算案の総額を、 

一 般 会 計 ５２６億７，６００万  円 

特別会計（６会計） １６０億３，５５７万８千円 

合 計 ６８７億１，１５７万８千円 

としたところであります。 

 

（一般会計予算の概要） 

一般会計では、前年度６月補正予算後の予算（以下「前年度」といいます。）に比べ、

３６億１，４９９万３千円、７．４％の増となっております。 

歳入につきましては、一般財源で３０４億７，５２４万５千円となり、前年度に比べ９

億１，８６６万６千円、３．１％の増となっております。 

これは、国庫支出金で新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の減などに 

より３億１，１８０万円、２４．１％の減、市債で２億３，４００万円、６４．８％の減

となったものの、地方特例交付金で国の定額減税の実施に伴う市税補填分の増などにより

４億８，９００万円、４２５．２％の増、地方交付税で４億９，４００万円、８．１％の

増、繰入金で４億４，８８１万８千円、７６．７％の増となったことなどによるもので 

あります。 

このうち、繰入金については、経常費において、歳出一般財源の伸びが歳入一般財源の

伸びを上回ったことから、例年収支不足の対応として行っている財政調整基金からの繰り

入れを６億円に増額して編成したところであります。 

特定財源では、２２２億７５万５千円となり、２６億９，６３２万７千円、１３．８％

の増となっております。 

これは、国庫支出金で教育施設等騒音防止事業教育費補助金や埋蔵文化財調査事業補助

金の増などにより９億７，９３８万３千円、１２．５％の増、財産収入で３億２，０６１

万８千円、４９．１％の増、寄附金で３億６，５２４万３千円、１３．７％の増、諸収入

で４億２，８９７万円、４３．６％の増となったことなどによるものであります。 

次に歳出でありますが、経常費では、３８３億８，２３８万３千円となり、前年度に 

比べ２０億５，７２８万円、５．７％の増となっております。 

これは、起債償還金元金、環境センター管理運営業務経費などで減となったものの、給

食提供業務経費、道央廃棄物処理組合経費、自立支援給付事業費、児童手当給付事業費、

障害児給付事業費などで増となったことなどによるものであります。 

また、投資的経費を除く臨時費では、８４億５２万円となり、１億２，７６４万８千円、
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１．５％の増となっております。 

これは、住民税非課税世帯への物価高騰支援給付金支給事業費、低所得の子育て世帯生

活支援特別給付金支給事業費などで減となったものの、減債基金積立金、ふるさと千歳応

援事業費、自動運転社会実装推進事業費などで増となったことによるものであります。 

投資的経費では、５８億９，３０９万７千円となり、１４億３，００６万５千円、３２．

０％の増となっております。 

これは、道央廃棄物処理組合焼却施設建設事業費、小学校改修事業費などで減となった

ものの、国指定史跡整備事業費、千歳美々ワールド整備事業費、消防総合庁舎大規模改修

事業費などで増となったことによるものであります。 

 

以下、計上いたしました主な予算につきまして、「第７期総合計画」に掲げた７つのま

ちづくりの基本目標に沿ってご説明申し上げます。 

 

はじめに『基本目標１ あたたかさとつながりを心で感じられるまち』の予算であります。 

子どもから高齢者まで、また、一人暮らしから大家族まで、それぞれの年齢やライフス

タイルで生活している誰もが、お互いの理解を深め支え合うことができる「あたたかさと

つながりを心で感じられるまち」を目指し、 

地域福祉推進事業費 １９９万円 

成年後見制度利用支援事業費 ７４０万２千円 

休日夜間急病センター運営事業費 １億５，８４３万円 

予防接種推進事業費 ４億６，３３７万１千円 

出産・子育て応援事業費 ７，６００万４千円 

高齢者・障害者福祉サービス利用券助成事業費 １億４９８万４千円 

地域生活支援事業費 ９，８５４万９千円 

人材育成・離職者防止対策推進事業費 ５０万円 

自立支援給付事業費 ３０億９，８２６万６千円 

障害児給付事業費 ７億８，５３１万１千円 

児童手当給付事業費 １２億１，５４１万円 

児童扶養手当給付事業費 ４億５，０９４万４千円 

子ども医療費助成事業費 ２億４，３２５万２千円 

子育てアプリ導入事業費 ９９万６千円 

子どもの遊び場利用者支援事業費 ２０６万６千円 

へき地児童クラブ運営事業費 ２９８万４千円 

教育・保育施設冷房設備整備支援事業費 １，９２７万５千円 

学童クラブ・児童館冷房設備整備事業費 １，２６８万３千円 

不妊治療費等助成事業費 ７８６万５千円 

産前・産後ケア事業費 １，０４５万５千円 
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生活保護事業費 ２６億６，６７０万３千円 

国民健康保険特別会計繰出金 ７億８，８６９万６千円 

などを計上しております。 

 

次に、『基本目標２ 豊かな自然を育み快適で住みよいまち』の予算であります。 

身近な生活空間から支笏湖を包む大自然まで、千歳に広がる豊かな自然環境を継承し、

快適に暮らすことができる「豊かな自然を育み快適で住みよいまち」を目指し、 

エコアクション推進事業費 ３５万４千円 

公共施設等脱炭素化推進事業費 １，０００万円 

脱炭素化推進事業費 ７０７万３千円 

自然環境保全事業費 ９８万６千円 

環境監視事業費 １，６０９万４千円 

千歳美々ワールド周辺環境影響調査事業費 ２，９１６万６千円 

ごみ減量・リサイクル化啓発事業費 １５８万８千円 

道央廃棄物処理組合経費 ３億９，５３７万５千円 

塵芥収集運搬業務経費 ４億４６４万円 

共同受信施設設置事業費 １億２，１１４万３千円 

新千歳空港２４時間運用に伴う周辺環境対策事業費 ５，１２５万円 

などを計上しております。 

 

次に、『基本目標３ 災害や危険から暮らしを守るまち』の予算であります。 

災害への備えの意識や日常生活と隣り合わせにある交通事故、犯罪などを未然に防ぐ意

識を日頃から高め合い、安全・安心なまちづくりを着実に進め、被害を最小限に抑え、災

害時もみんなで助け合い、困難を乗り越えることができる「災害や危険から暮らしを守る

まち」を目指し、 

防災訓練事業費 ４０３万６千円 

交通安全推進事業費 １７４万７千円 

暴力追放・防犯対策事業費 １５８万２千円 

消防総合庁舎大規模改修事業費 ４億３，２２６万４千円 

札幌圏共同消防通信指令システム更新整備事業費 １億３，０８８万９千円 

感染症対策救急用資器材整備事業費 ５４６万９千円 

消防団員用防火服更新整備事業費 ４１８万８千円 

避難所感染防止対策用品整備事業費 １，２３３万円 

火災予防等推進普及事業費 １９８万５千円 

などを計上しております。 

 

次に、『基本目標４ 充実した学びと豊かな文化・スポーツのまち』の予算であります。 
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教育環境の整備を進め、幼児期から生涯にわたって市民が生き生きと学び、教養を深め

る機会を創出するとともに、文化芸術活動やスポーツ活動を通じて交流の輪を広げ、まち

づくりや地域活性化の力となっていく「充実した学びと豊かな文化・スポーツのまち」を

目指し、 

市民活動交流センター管理運営業務経費 １，４３７万１千円 

地域学校協働活動推進事業費 ６６６万１千円 

小中学校ＩＣＴ機器等整備事業費 ８，７６４万２千円 

小中学校冷房設備整備事業費 １億６，８４６万円 

小中学校就学援助事業費 １億４，７１５万５千円 

特別支援教育事業費 ４０９万８千円 

給食提供業務経費 ９億７，０４９万円 

新学校給食センター整備事業費 １，１３５万１千円 

修学支援事業費 ２，０３０万６千円 

公立大学法人運営事業費 １０億８，６９９万９千円 

高齢者学級開催事業費 ３１５万円 

青少年非行防止事業費 ３９７万４千円 

市民文化センター・市民ギャラリー施設管理経費 １億７，７２３万５千円 

国指定史跡整備事業費 ４億３，９２３万３千円 

文化財保護保存業務経費 ７９９万円 

縄文遺跡群世界遺産保存活用事業費 ８０万４千円 

アイヌ文化発信事業費 ６７３万円 

スポーツ普及推進事業費 ８，６１４万５千円 

などを計上しております。 

 

次に、『基本目標５ 地の利と資源を生かした産業のまち』の予算であります。 

豊かな自然環境をはじめ、新千歳空港や多くの立地企業・人材など、千歳市が持つ地域

資源を生かし産業を振興することで、市民の生活が豊かになり、地域経済も発展する「地

の利と資源を生かした産業のまち」を目指し、 

千歳美々ワールド整備事業費 ５億４，０４８万８千円 

将来ビジョン・人口ビジョン策定業務経費 ３，１７４万７千円 

次世代半導体拠点推進事業費 １，３３１万６千円 

国際交流事業費 ２，７０９万５千円 

地元就職・人材確保支援事業費 １，７４８万４千円 

経営安定化対策事業費 ２，１６９万９千円 

環境保全型農業直接支援対策事業費 ５，０３２万１千円 

スマート農業普及推進助成事業費 ８６０万円 

森林整備事業費 １，６５６万６千円 
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ヒメマス保護振興事業費 ２，４５２万円 

ヒメマス地域特産品ブランド化事業費 ３３４万６千円 

企業誘致推進事業費 ８２９万６千円 

企業誘致プロモーション事業費 １，１８３万３千円 

立地企業振興事業費 ２億９，８５７万６千円 

中小企業対策支援事業費 ５億７，７６１万２千円 

商業等活性化事業費 １，４００万５千円 

公設地方卸売市場事業特別会計繰出金 ３，７２８万３千円 

ツーリズム推進事業費 ３０１万３千円 

観光ＰＲ事業費 １，４５８万円 

イベント支援事業費 １，６９６万８千円 

などを計上しております。 

 

次に、『基本目標６ 暮らしやすく便利な都市基盤があるまち』の予算であります。 

これまで整備してきた都市基盤の利便性や強さを更に高め、市民が安心して快適に暮らし、

にぎわいを生み出すことのできる「暮らしやすく便利な都市基盤があるまち」を目指し、 

自動運転社会実装推進事業費 ７，９８９万２千円 

ＡＩオンデマンド交通導入推進事業費 １，０００万８千円 

バス路線確保対策補助事業費 １億８，２９８万２千円 

２０２６ちとせ・空港開港１００年記念事業費 ５，２７１万７千円 

まちなか地域交流推進事業費 ２，７９５万４千円 

官民連携まちなか活性化推進事業費 ６６２万２千円 

市営住宅管理業務経費 ２億２，０８２万６千円 

東雲団地用途廃止事業費 ２，６６８万４千円 

公営住宅建替事業費（富丘団地） １，２０５万７千円 

ちとせ住まいのゼロカーボン化推進事業費 ３５６万３千円 

市道整備事業費 ７億４，９２０万８千円 

２７号通整備事業費 ８，９２５万円 

２９号通整備事業費 １億１，６７２万１千円 

除排雪事業費 ５億３，５８６万６千円 

街路灯ＬＥＤ化整備事業費 １億１，１８４万円 

千歳駅前広場再整備事業費 １億２，５０２万６千円 

市内公園整備事業費 １億６，３６９万１千円 

インクルーシブ遊具整備事業費 １，９３０万円 

緑化推進事業費 ４，１８９万８千円 

土地利用計画業務経費 ９５万円 

などを計上しております。 
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次に、『基本目標７ 多彩な市民とオール千歳で挑戦するまち』の予算であります。 

時代とともに生まれる様々な課題や目標に対し、千歳市民をはじめ、千歳市に縁のある

人たちが持つ多彩な知恵や経験を結集し、解決に向けて取り組んでいくことができる「多

彩な市民とオール千歳で挑戦するまち」を目指し、 

市民協働推進事業費 ５９１万９千円 

町内会育成事業費 ２，７０４万８千円 

（仮称）大和地区コミュニティセンター整備事業費 １，６５４万４千円 

男女共同参画推進事業費 ３２万９千円 

自衛隊体制強化要望活動事業費 １３４万３千円 

自衛隊連絡調整業務経費 １００万４千円 

ふるさと千歳応援事業費 ３０億３，４４０万円 

情報政策推進事業費 ７１９万６千円 

ＡＩ・ＲＰＡ導入推進事業費 ６２７万１千円 

行かない窓口導入事業費 １０３万７千円 

書かない窓口導入事業費 １，２３２万９千円 

などを計上しております。 

 

（特別会計予算の概要） 

次に、「特別会計予算の概要」についてご説明申し上げます。 

国民健康保険特別会計につきましては、総額で７９億７，００８万３千円となり、前年

度に比べ２，０４０万３千円、０．３％の増となっております。 

歳入では、国民健康保険料で９９８万円、０．７％の減となったものの、道支出金で３，

２７７万４千円、０．６％の増を見込んでおります。 

歳出では、総務費で９９１万９千円、６．２％の減となったものの、保険給付費で３，

４８４万５千円、０．６％の増を見込んでおります。 

土地取得事業特別会計につきましては、総額で５，５１６万８千円となり、前年度に比べ

５，４７８万８千円、１４，４１７．９％の増となっております。 

これは、歳出において、（仮称）大和地区コミュニティセンター整備に伴う無償所属替に

よる諸支出金の皆増などによるものであります。 

公設地方卸売市場事業特別会計につきましては、総額で７，１１４万１千円となり、前

年度に比べ７１３万６千円、１１．１％の増となっております。 

これは、歳出において、起債償還金元金及び利子の増に伴う公債費の増などによるもの

であります。 

霊園事業特別会計につきましては、総額で２，２６４万７千円となり、前年度に比べ２

３７万９千円、９．５％の減となっております。 

これは、歳入では、千歳霊園における墓地貸付見込み数の減などに伴い使用料及び手数

料で１２１万５千円、９．３％の減などを見込み、歳出では施設維持補修費の減などに伴
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い霊園事業費で１５７万１千円、７．９％の減を見込んだことなどによるものであります。 

介護保険特別会計につきましては、総額で６４億７，１５１万２千円となり、前年度に

比べ３億８，５７５万３千円、６．３％の増となっております。 

歳入では、介護保険給付費の増などにより国庫支出金で１億２０７万３千円、７．５％、

支払基金交付金で１億３０４万４千円、６．６％、道支出金で４，９７６万９千円、６．

０％、繰入金で３，４５０万５千円、３．０％のそれぞれ増を見込んでおります。 

歳出では、介護保険給付費の増に伴い介護保険費で３億６，７８６万２千円、６．７％

の増などを見込んでおります。 

後期高齢者医療特別会計につきましては、総額で１４億４，５０２万７千円となり、前

年度に比べ１億５，７０６万１千円、１２．２％の増となっております。 

歳入では、被保険者の増に伴い後期高齢者医療保険料で１億２，３６４万９千円、１２．

６％、保険料軽減対象者の増に伴い繰入金で３，３４１万２千円、１１．０％のそれぞれ

増を見込んでおります。 

歳出では、北海道後期高齢者医療広域連合からの指示額の増により、後期高齢者医療広

域連合納付金で１億５，６５９万７千円、１２．４％の増を見込んでおります。 

 

以上で予算の大綱説明とさせていただきますが、よろしく御審議、御決定いただきます

ようお願い申し上げます。 


